（別添様式１）
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名: 新消費者教育スモールステージ開催費


　　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　教育委員会　教育総務課　義務教育企画担当　電話番号：058-272-1111（内3504）

　　　　　　E-mail：c17765@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,334千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　小・中学校の生徒や保護者を対象に、子供たちが自立した賢い消費者になるよう、学校において講演会や消費生活出前講座を内容とする行事を開催し、消費者行動の心理、消費者保護の概念、悪質商法の手口等を学ばせる。

 (１)　小・中学生向け消費者教育スモールステージの開催
・マジックステージ・講演会（ステージ１）：
消費者の行動や心理、消費者保護の概念や理念を学ぶ
・消費生活出前講座（ステージ２）　　　：
消費者の行動等、必要な知識を得て、賢い消費者として適切な行動をとることができるよう育成する
　　※各ステージを岐阜・西濃・美濃・可茂・東濃・飛騨の６地区でそれぞれ開催

　　※親子で考える場としたり、近隣の小学校合同で実施したりするなど、様々な

形態で開催し、モデルケースとして周知を図るようにする。
・資料の作成：ステージ等の立案、指導上、必要となる資料の作成等
　
	２　所要経費


(１)　報償費（新規）3,648千円　（ステージ１：3,600千円　ステージ２：48千円）
(２)　旅費（新規）669千円（ステージ１：581千円　ステージ２：85千円）

(３)　資料作成代（新規）17千円（ステージ１：7千円　ステージ２：10千円）

	これまでの取組と成果


	１　これまでの取組状況


(１)　各小・中学校における学校教育の内容
　　・中学校の学習指導要領社会科等において、消費者教育について明示されており、おもに家庭科や社会科の学習において、商品経済全体を概観する経済的な学習や実際の消費行動の際の行動や消費者保護の理念等について学んでいる。
・経済発展や消費社会の発展に伴い、自立した賢い消費者として育成するという視点が、社会的に求められる重要な課題となり、各学校においては、消費者庁等の公的機関からの資料等を活用して取り組んでいる。

・また、特別活動や道徳の領域において、携帯電話による詐欺行為など、情報モラ　　ルの分野において、消費者保護の観点から学んでいる。
	２　これまでの取組に対する評価


(１)　各小・中学校における学校教育の内容
・経済の仕組みや消費社会がより複雑化している中で、自立した賢い消費者として育成することにより早期に、かつ、より具体的に取り組んでいくことが求められる。

　　また、児童生徒のみを対象とするだけでなく、取り巻く保護者等への啓発も必要であるが、現在、そうした部分への取り組みが十分ではない。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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【消費者行政活性化基金充当事業】
